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電力会社

―東日本大震災以前の状況―

　1990年代後半から始まった規制緩和、国内電力需要の伸びの鈍化、再生可能エネルギーや新

エネルギーへのニーズの高まりなど、日本の電力会社を取り巻く外部環境は大きく変化してきた。

本ケースは、2011年 3月に発生した東日本大震災以前の、電力会社の取り巻く外部環境の動向

を整理している［1］。

電力の需要動向

伸び悩む電力需要

　日本における電力需要量（電灯電力需要［2］）は、一時的に景気変動の影響を受けることがあっ

ても、2000年代前半までは着実に伸びていた（資料1参照）。特に、冷暖房需要の増加、コンピュー

タや通信技術などIT関連技術の革新と普及などが電力への需要を高めた。

　ただ、1970年代以降、その伸び率は低下している。2000年代前半には伸びが1％程度まで停

滞し、世界的に景気が後退した2008年度には対前年比で3.9％、2009年度には同 3.1％低下し

た。今後も、日本の人口減少が予想されることや、省エネルギー技術の発展、生産拠点の海外へ

の移転などにより、電力需要が減退する懸念がある。日本電力調査委員会によれば、2008年か
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［1］	 そのため、個々の電力会社についての言及は、極力控えている。
［2］	「電灯電力需要」において、電灯需要は主に一般家庭や小規模店舗などでの需要、電力需要は主に工場やオフィ

スビルなどでの需要を指す。

本ケースは、クラス討議のため、公刊資料をもとにまとめられたものであり、経営管理に関する適切あるいは不
適切な処理を示すことを意図したものではない。本ケースは慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 中村 洋な
らびに安田直樹（M33）が作成した。

本ケースは慶應義塾大学ビジネス・スクールが出版するものであり、複製等についての問い合わせ先は慶應義塾
大学ビジネス・スクール (〒 223-8526 神奈川県横浜市港北区日吉 4丁目 1番 1号、電話 045-564-2444、e-mail:
case@kbs.keio.ac.jp)。また、注文は http://www.kbs.keio.ac.jp/ へ。慶應義塾大学ビジネス・スクールの許
可を得ずに、いかなる部分の複製、検索システムヘの取り込み、スプレッドシートでの利用、またいかなる方法	
( 電子的、機械的、写真複写、録音・録画、その他種類を問わない )による伝送も、これを禁ずる。 

Copyright© 中村　洋、安田直樹（2011 年 10 月作成）



�

5

10

15

20

25

30

90-11-21104

ら2019年までの需要電力量の年平均増加率（予想）は0.8％であり、過去約 10年間（1997年

～ 2007年）の 1.5％に比べてもさらに低下している［3］。

電力供給体制

電力供給者

　日本において電力を主に供給・販売してきたのは電力会社（一般電気事業者）と卸電気事業者

であった（その他には、自家発電、特定電気事業者ならびに後述する特定規模電気事業者が発電

を行って、電力を供給している）。

　電力会社は、北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、

四国電力、九州電力、沖縄電力の10社で、各社は発電・送電・配電部門を有し、それぞれの域

内に電気を供給している。日本の総発電電力量のうち、電力会社10社のシェアは、過去 30数

年にわたって7割強で推移していた（資料2参照）。

　卸電気事業者は、上記の電力会社に電気を供給する役割を果たしている。電力会社と異なり、

特定の供給区域を持たない。主な卸電気事業者は、電源開発、日本原子力発電である。日本の総

発電電力量のうち、卸電気事業者の占める割合は、12％程度（2009年度）となっていた（自家

発電が同じく17％のシェアを占めていた）。

電力会社のビジネスモデル

バリューチェーン

　次に、電力会社のビジネスモデルについて、まず各社のバリューチェーンから俯瞰すると、川

上から調達、発電、送電および配電、小売と大きく分けることができる。

①調達　発電に使用する燃料（石炭、原油、ウランなど）は、商社などを通じて、世界各地から

調達している。

②発電　発電は、水力、火力（石炭、石油、天然ガス）、原子力および新エネルギー（太陽光、風力、

バイオマス、廃棄物など）をエネルギー源として、これを電気エネルギーに転換する部門である。

[3]　電気事業便覧（平成 21 年版、平成 22 年版）参照。
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これまで主力であった水力、火力、原子力発電においては、電力会社は需要地から遠く離れたと

ころに大型の発電所を建設することが多かった。ただ、各電力会社は発電機などの発電機器をほ

とんど製造しておらず、メーカーから購入している。

③送電・配電　送電部門は、発電所から電気の需要地まで電気を高圧・超高圧で輸送する部門で

ある。一方で配電部門は、高圧・超高圧から中圧・低圧に変電された電気を、各需要家に供給す

る部門である。

　各電力会社は、遠隔地の大型発電所から大都市圏の需要地まで、長距離の送電線で電気を運

ぶ電力供給システムを確立してきた。また、送電網ネットワークの複線化への投資が進められ、	

1つの送電ルートが途絶しても、別のルートでの電力の供給が可能となっている。

　送電・配電網の建設・維持管理コストは固定費としてかさみ、規模の経済性が働く。そのため、

電力会社の独占を認める大きな要因となっていた。各地域で独占が認められたため企業規模も大

きく、特に地方においては、域内で有数の大きさの企業であった。また、長距離の送電・配電網

を維持・整備できる財務体力と意志のある企業は他になく、電力会社にとって、送配電網ネット

ワークは他社が真似できない重要な経営資源となっていた［4］。

　発電部門と同様に、各電力会社は変圧器、送電線などの送配電に関する機器をほとんど製造し

ておらず、メーカーから購入している。

④小売　電気は送配電網を通じて、家庭や事業者に供給される。50kW［5］以上の需要家について

は電力の小売供給が自由化され、電力会社10社以外の事業者も電力を供給することができる。

一方、各家庭および小規模需要家への小売は電力会社が独占していた。

　各家庭においては、定期的に検針員が巡回して使用された電力量をチェックし、各家庭の口座

から電気料金が引き落とされている。

電気料金の価格設定

　電力の小売供給が自由化された50kW以上の需要家の電気料金は、需要家と供給者との交渉に

より自由に決められる。一方、家庭向けなどを含む、自由化の対象でない需要家向けの電気料金

については、電力会社が独占的な地位を利用して過剰な利益を生まないように政府の認可が必要

となっている（2000年から、電力料金を引き下げる場合は手続きが簡素化され、政府への届出

[4]　電力会社は、配電網を使って高速通信事業にも乗り出した。しかし、東京電力は、2007 年に高速通信事業か
ら撤退している。 

[5]　kW（キロワット）は電力の単位で、kWh は 1kW の電力が 1時間に消費する電力量。
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のみで機動的に改定ができるようになった）。

総括原価方式　電気料金設定の基本となるのは、総括原価方式である。具体的には、各電力会社

の事業にかかる予想コストに“公正な”利益を上乗せして、電気料金が設定されていた。この

方式において、各電力会社はその事業コストを全て電気料金で回収できるだけでなく、“公正な”

利益が保証されてきた（ただ、事業コストを料金に比較的転嫁しやすいことから、電力会社に経

営効率化への意識が働かず、その結果として電気料金が高くなっているという批判も出ていた）。

ヤードスティック査定と燃料費調整制度　経営効率化を促進するための一つの手段として、ヤー

ドスティック査定が 1996年から導入された。具体的には、電力会社 10社間で、コスト削減な

どの効率化の度合いを、「電源（発電所など）」、「電源以外（送電線など）」、「一般経費」の3分

野について、単価の水準と変化率で相対的に評価し査定する［6］。査定の結果が悪い電力会社は、

料金設定において悪影響を受ける。

　また燃料費は、原油や液化天然ガス、石炭の輸入価格や為替レートなどの変化の影響を受ける。

そのため、燃料費の変動に応じて3か月ごとに自動的に電気料金が調整（増額、減額）される燃

料費調整制度が1996年から導入された。

電源の「ベストミックス」

　東日本大震災以前においては、原子力発電をベースに、火力、水力（揚水式、貯水池式、調整

池式）発電を組み合わせる形がとられていた（資料3参照）。それぞれの特性を活かして、電源

をバランスよく組み合わせることは「電源のベストミックス」と呼ばれる。以下では、日本で主

要な電源である水力、火力、原子力発電の特徴を整理する。

 ●	火力発電は、発電時に二酸化炭素（CO2）を排出するという問題があるものの、急激な電力需

要の変化に柔軟に対応できる。

 ●	水力発電（揚水式、貯水池式、調整池式）も、水の流量の調整により出力を柔軟に変えること

ができ、即応性に優れている。ただ、水力発電が可能な地域は限られている。

 ●	原子力発電は、燃料のウランを原子炉の中に一度入れると長期間、燃料を取り替えずに発電で

きる。さらに、発電コストに占める燃料費の割合も低く、燃料費の動向に発電コストが左右さ

れにくいという点から「安定性」に優れている。加えて、燃料となるウランは、世界各地に分

[6]　消費者庁「公共料金の窓」HP（http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/elect/el04.html）〔2011 年 8 月アク
セス確認〕参照。
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布しており政情不安のない国から安定的に輸入できるというメリットもある。またCO2 を排出

しないという点で「環境性」に、そして他電源と比べ発電コストが安いことから「経済性」に

優れている（資料4参照）〔ただし、この「経済性」の計算には、原子力発電によって生み出

された放射性廃棄物の処理コスト、原子力発電の事故処理にかかるコストは含まれていない〕。

安定供給

　電力会社は、電力需要に対して安定的に電力を供給することが求められている。ただ、発電設

備の建設には長い期間が必要なため、電力不足になってもすぐに設備を作り電力を供給すること

が難しい。そのため電力需要が高い伸びを示した時期（資料1参照）においては、電力需要の伸

びをあらかじめ高めに予想して、電力供給が不足しないように、積極的に設備投資を行わなけれ

ばならなかった。

　また、日本の電力需要は季節間、昼夜間で格差が大きいため、常に最大
4 4

電力需要がまかなえる

ように発電能力を準備していかなければならない（資料5参照）。例えば、日本で最も電力が使

われるのは夏季の午後2～ 3時であるが、その時の最大
4 4

電力需要に合わせた発電能力を保持しな

ければならない［7］。一方、春・秋季には、最大発電能力に比べ実際の発電需要はかなり低い水

準にとどまる。その結果、負荷率（＝〔一定期間の平均電力／同期間中の最大電力〕×100）は、

国際的に見ても低い水準にあった（資料6参照）。

　負荷率は、1990年代までは家庭用のエアコンの増加などにより低下傾向を示していた。しかし、

1990年代半ばから東日本大震災までは、後述するオール電化住宅の普及や、空調機器（冷暖房

機器）などの省エネルギーの進展により、改善（上昇）傾向にあった［8］。

ユニバーサル・サービス

　それぞれの地域において、電力会社には、家庭を含む小口需要家を対象に、電力供給の独占が

認められている。一方で、その域内の対象者への電力の供給義務ならびにユニバーサル・サービ

スが課せられている。ここで、ユニバーサル・サービスとは、電力会社が全ての家庭・小口需要

家に対し、山間地や離島であろうが、一律の料金体系で電力の供給を行うことである。特に、本

土から送電網を整備できない離島では、独立したネットワークで供給せざるをえないことからコ

スト高となる。

[7]　夏涼しい北海道で電力を供給する北海道電力では、事情が異なる。
[8]　電気事業連合会 HP（http://www.fepc.or.jp/library/data/infobase/pdf/info_a.pdf）〔2011 年 8 月アクセス

確認〕参照。
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電力の「質」確保

　電気の貯蔵は難しいため、ネットワーク全体で瞬時に変化する需要量に対し供給量を一致さ

せる「同時同量」の達成が必要である。その達成ができないと、電圧や周波数［9］が不安定にな

り需要側に悪影響が及ぶ。その達成を担っているのが各地域の電力会社である。

　また、日本では、品質や環境・保安基準が厳しい。東日本大震災以前、欧米に比べ停電率は低かっ

た（資料7参照）。さらに、硫黄酸化物（SOX）、窒素酸化物（NOX）の有害物質の排出抑制など、

環境対策も欧米諸国に比べ進んでいた（資料8参照）。（一方、主要国の単位熱量あたりCO2 排出

量は、各国の電源構成に左右される。資料9でわかるように原子力発電の占める割合の高いフ

ランスはCO2 排出原単位が低い）。

低利での資金調達

　安定供給や電力の「質」向上のためには、積極的な投資が必要であったが、電力会社は低利

で資金調達が可能であった。その理由としては、安定的な収益が見込める事業であったという

だけでなく、電力事業法37条により、電力債は他の債務よりも優先して返済される（一般担保

付社債）ため格付けが高かったことも指摘できる。

東日本大震災以前の外部環境変化

　東日本大震災以前において、電力会社のビジネスモデルに影響を与えた（あるいは与えるこ

とが考えられた）外部環境変化として、以下では、規制緩和、環境問題と再生可能エネルギー、

分散型電源、電気自動車・プラグインハイブリッドカーの普及、スマートグリッド、内外にお

ける電力需要の動向と電力会社の対応を取り上げて記述する。

[9]　電圧とは電気を流す圧力のようなもので、高電圧ほど電気を流す力が大きくなる。周波数は、周期的に（1秒間に）
電気の流れる方向が変わる回数で、単位はヘルツ（Hz）を使用する。
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Ⅰ .規制緩和

1995年以前の規制

　1995年以前、政府は各電力会社に域内の全ての需要家（家庭から大口需要家まで）への電力

供給の独占を認めていた。一方で、政府は「総括原価方式」と呼ばれる電気料金規制を導入し、

各地域で独占力を持つ電力会社が過度に利益を上げることを阻止していた。

規制緩和の背景：　内外価格差

　しかし、「総括原価方式」では、事業コストを料金に比較的転嫁しやすいことから、電力会

社に経営効率化への意識が働かず、その結果として電気料金が高くなっているという批判が

出ていた。1990 年代前半において、日本政府は「日本の電気料金は欧米よりも 2割前後高い」

という認識を持ち、1997 年には、2001 年までに電気料金を 2割前後引き下げるという方針を

固めた［10］。

規制緩和の推進：　新規参入促進ならびに環境整備

　電気料金引き下げの手法となったのは規制緩和の推進であった。その主な手法は、新規参入を

認めることと、その新規参入を促進するための環境整備であった（資料10参照）。

① 卸電力の自由化

　1995年の電気事業法改正により、新規参入が最初に認められたのは「卸電力の自由化」であっ

た。卸電力の自由化により、自家発電設備を持つ一般企業が、余った電力を電力会社に売却する

ことができた。この改正で、電力会社に対して電気を卸売りすることができるようになった発電

事業者を独立系発電事業者（IPP：Independent Power Producer）と呼ぶ。余剰電力の供給源は、

比較的発電コストが低く、開発期間の短い火力電源であった。

② 小売の自由化

　さらに、1999年の電気事業法改正により、大規模な工場やビル、ショッピングセンターなど

契約電力2,000kW以上の大口需要家を対象とした「電力小売の自由化」が2000年から認められた。

[10]	1997 年の経済構造改革計画を参照。
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その結果、自由化対象範囲は全体電力量の26％になった［11］。また、この自由化により、一般企

業が新規参入者として、電力会社を通さずに大口需要家に電気を小売できるようになった。この

仕組みの下で新たに電力を供給する事業者は、特定規模電気事業者（PPS：Power Producer and 

Supplier）と呼ばれた［12］。

　さらに、2004年から小売自由化の範囲が 500kW以上の高圧の需要家、2005年からは 50kW以

上の需要家に拡大し、中規模工場やスーパーが対象となった。その結果、自由化の範囲は電力量

シェアで全体の60％を超えた［13］。

　自由化の対象になった需要家に対する電気料金については、経済産業省の認可や届け出の必要

がなく自由に決められるようになった。また、供給義務も課されていない。

　ただPPSは、発電した電力を需要家に届ける際、電力会社の所有する送電網を使用しなけれ

ばならない。そこで「同時同量の達成」のため、一定の単位時間（30分間）の範囲内で、供給

先の需要家の需要量と同量の電力をネットワークに提供すること（「30分同時同量」の達成）が

求められた。

③ 送電ネットワーク利用の条件整備

　上述のようにPPSは、電力会社の所有する送電網を利用（託送）して電力を供給している。そ

こで、その利用のために、PPS側が電力会社に支払う託送料金を含めた、公平・公正で透明性の

高い小売託送ルールの整備が必要とされた。

　まず、託送料金の設定の基本的な考えは、電力会社が託送業務をするときに必要になる費用を

回収できる料金体系とされた。その中で二部料金制が採られ、託送量にかかわらず負担する基本

料金と、託送量に応じて負担する従量料金に分かれている。

　また、複数の電力会社の送電網を使って電力を供給する場合、託送料金の他に、複数の電力会

社の供給区域を経由するごとに振替料金が課せられる問題が指摘されていた。この振替供給料金

方式も、広域的な電力流通を促進するため、2005年に解消された。

[11]	資源エネルギー庁「小売電力市場の自由化範囲」

	 （http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/genjo/genjo/hani-kakudai.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。
[12]	NTT ファシリティーズ、東京ガス、大阪ガスが出資したエネット、新日鉄系の新日鉄エンジニアリング、三菱

商事系のダイヤモンドパワー、三井物産が出資したイーレックス、新日本石油などが参入した。
[13]	資源エネルギー庁「小売電力市場の自由化範囲」

	 （http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/genjo/genjo/hani-kakudai.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。
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低調だったPPSのシェアと新規参入促進の意義

　2009年度で PPSの発電量は59億 kWhにしかすぎず、日本全体の発電量1.11兆 kWhに比べ 1％

にも満たない［14］。その大きな理由の一つとして、電力会社が対抗して、電気料金を引き下げた

ことが挙げられる。2007年度の電力の電気料金は 1994年度に比べ 20％、2007年度の電灯の電

気料金は16％低下した（資料11参照）［15］。

　ただ、新規参入自体は増えなかったが、新規参入の脅威により、規制緩和の目的である価格

引下げは、ある程度達成された［16］。また、新規参入の仕組みができたことは、今後の外部環境

の変化次第では、新規参入者が実質的にシェアを拡大することが可能になった。

Ⅱ .環境問題と再生可能エネルギー

　日本国内で発生するCO2 総排出量の内、エネルギー転換部門である電力会社等が排出している

CO2 の割合は33％（2009年度）と他の産業に比べて最大の排出量シェアを占めていた。したがっ

て、電力会社は地球温暖化対策として、原子力発電の推進、火力発電の熱効率向上、送配電損

失率の低減等を行ってきた［17］。

　しかし、環境問題への意識の高まりや原油価格の高騰を受け、石油代替エネルギーとして再

生可能エネルギーへの注目が高まった［18］。再生可能エネルギーとは、「絶えず補充される自然の

プロセス由来のエネルギーであり、太陽、風力、バイオマス、地熱、水力、海洋資源から生成

されるエネルギー、再生可能起源の水素が含まれる」（国際エネルギー機関）とされている［19］。

2010年に日本政府は、「2020年までに国内一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの

比率を10％に」［20］という目標［21］（2006年では 5.1％［22］）を設定した。

[14]	電気事業便覧（平成 22 年版）参照。
[15]	電灯は主に一般家庭や小規模店舗などで使用され、電力は主に工場やオフィスビルなどで使用される。
[16]	ここでは、「独占的競争」の考え方が当てはまる。
[17]	電気事業連合会 環境行動計画 2010 （http://www.fepc.or.jp/future/warming/environment/index.html）〔2011

年 9 月アクセス確認〕参照。
[18]	「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」での新エネルギーの定義は、（1）石油代替エネルギーを製造、

発生、利用すること等のうち、（2）経済性の面での制約から普及が進展しておらず、かつ（3）石油代替エネルギー
の促進に特に寄与するもの、である。

[19]	訳は、エネルギー白書（2010 年版）より。
[20]	一次エネルギーは、自然から直接得られるエネルギーであり、二次エネルギーは、電気やガスなどの一次エネ

ルギーを変換や加工して得られるエネルギーである。
[21]	経済産業省「エネルギー基本計画」（http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004657/energy.pdf）〔2011

年 8 月アクセス確認〕参照。
[22]	資源エネルギー庁「国内外における再生可能エネルギーの現状と導入目標」（http://www.env.go.jp/earth/

ondanka/mlt_roadmap/comm/com05-01/mat02_2.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。一次エネルギー供給で
なく、対電力消費で見れば、2007 年度の実績は 9.2% である。
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　発電量の大きい再生可能エネルギーとしては水力発電が挙げられる。2009 年度の発電量は

836億 kWhで、日本全体の発電量の7％強を占める。さらに、今後の成長が期待されているのは

風力発電や太陽光発電であり、ベンチャー企業や他産業から再生可能エネルギー事業に参入す

る企業が近年増えている［23］。

風力発電　日本における風力発電量は、36億 kWh（2009年度）で、日本全体の発電量の 1％に

も満たない。発電時にCO2 を排出せず環境負荷が小さいものの、出力電力の不安定性・不確実性

ならびに周辺へ騒音などの悪影響の問題が懸念されている［24］。

　一方で、世界的な風力発電の供給力は急増しており、1996年から 2010年までの 15年間で世

界の風力発電総設備容量は 30倍以上になっている［25］。しかし、日本の世界の風力発電総設備

容量は、世界の2％（2009年）にも満たない［26］。

太陽光発電　日本における太陽光発電量は、1,500万 kWh（2009年度）で、日本全体の発電量

全体から見れば、まだ無視できる程度しかない。また、日本は太陽光発電の累積導入量で以前

は世界をリードしていたが、2005年以降はドイツが世界をリードしている［27］。そこで日本政府は、

太陽光発電の導入量を2020年までに2005年比で 20倍に拡大するという目標を設定した［28］。

　世界的な太陽電池生産量については、2000年から 2009年で 40倍を超える伸びを示している。

以前は、日本のメーカーが生産量でトップを走っていたが、2009年においてはFirst Solar（ア

メリカ）、Suntech Power（中国）、シャープ（日本）の順番となっている。国別では、中国メー

カーが38％で、日本メーカーの18％を大きく引き離している［29］。

地熱発電  地熱発電とは、地中に存在する高温の熱水や蒸気を用いて発電する方法である。日

本における地熱発電量は、約28億 kWh（2009年度）であり、日本全体の発電量の1％にも満た

ない。しかし、日本における地熱資源量は2,347万 kW存在すると言われている。このうち、国

立公園の開発規制を受けない地域の地熱資源量は425万kWと全体の地熱資源量の18％である［30］。

[23]	その他にも、太陽熱、水力、バイオマス、地熱発電が再生可能エネルギーとして挙げられる。
[24]	そのため、海洋上での風車（着床式・浮体式）に関する技術開発も進んでいる。
[25]	Global Wind Report Annual Market Update 2010.
[26]	EurObserv’ER 2010、NEDO 海外レポート．No.1062（2010.4.22）参照。
[27]	NEDO 再生可能エネルギー技術白書（2010 年）参照。
[28]	「新エネルギー部会中間報告」（2009, 総合資源エネルギー調査会）参照。
[29]	EurObserv’ER 2010、NEDO 海外レポート．No.1065（2010.8.11）参照。
[30]	経済産業省 総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（第 33 回）「水力・地熱発電・雪氷エネルギー等の

現状と取組について」（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g90326aj.html）〔2011 年 9 月ア
クセス確認〕参照。
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地熱発電は、安定的に発電できるメリットがある一方、地熱資源の多くが国立公園内に賦存し

ているため、開発予定地近隣の温泉への影響を懸念する温泉事業者との調整が難しいなどの理

由により、地熱発電の普及が進んでいない。

課題としての高コスト性

　風力発電、太陽光発電が、今後さらに普及するための課題は、CO2 排出量が比較的多い火力系

発電方式に比べ発電コストが高いということである（太陽光、風力発電の経済性試算のデータ

は資料4を参照）。

電力買取制度

　太陽光発電の普及を目指し、2009年に日本政府は新たな電力買取制度の導入を決定した。そ

の制度は、「太陽光発電によって発電した電力のうち、自家消費せずに余った電力を電力会社が

買い取り、その買取コストを電気を使用する全ての方々で負担をする制度」とされている［31］。

買取価格は、住宅用では 1kWh当たり 48円となっており、従来電力会社が家庭の余剰電力を買

い取っていた価格（1kWh当たり 25円程度）の約2倍となっている［32］。そして、買取初年度の

価格（固定）で10年間買取が行われる。

Ⅲ .分散型電源

　ビジネスモデルに影響を与える（与えた）外部環境変化として、次に取り上げるのは、送配

電網ネットワークを必要としない分散型電源である。ここで分散型電源とは、需要地の近くに

分散して配置され、発電を行う小規模な発電設備のことを指す。分散型電源としては、上述の

太陽光発電（自然エネルギー型）が含まれる。それ以外には、燃料電池（燃料投入型）、廃棄物

発電（未利用エネルギー型）などがある。

　分散型電源の特徴として、（1）発電時に発生する熱の利用（コジェネレーション：熱電併給）

が可能、（2）送配電に伴う損失の回避［33］、（3）短い建設期間、が挙げられる。

[31]	資源エネルギー庁「買取制度ポータルサイト」（http://www.enecho.meti.go.jp/kaitori/FAQ.html#1-2）〔2011
年 8 月アクセス確認〕参照。

[32]	2011 年度からは 42 円に変更された。
[33]	 送電線の抵抗などのために、電気の一部は熱となって、送電の途中で空中へ放出される。このような「送電損失」

率は5％程度である（電気事業便覧〔平成22年度版〕参照）。現在、「送電損失」を半分以下に抑える高温超電導ケー
ブルの研究が進んでいる。低コストでの量産技術が実現すれば、送電線で大容量の電力を、さらに低い損失率
で供給できるようになる。
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　これらの特徴を持つ分散型電源が、都市部において普及すれば、現在の電力供給システムの

構造ならびに、遠隔地で発電した電気を長い送電網ネットワークを通じて各家庭に供給すると

いう電力会社のビジネスモデルを大きく変える可能性がある。

燃料電池［34］

　注目される分散型電源としては、上述の太陽光発電の他に、燃料電池が挙げられる。燃料電

池は都市ガスや灯油などから水素を取り出し、酸素と反応させて電気と熱を生み出す。2009年

度において、日本での燃料電池による発電量は300万 kWhで、日本全体の発電量全体（1.11兆

kWh）から見ればわずかである。ただ、2009年から家庭用燃料電池「エネファーム」［35］の販売

が始まった［36］。その主な販売会社は、東京ガスなどのガス会社である。

　燃料電池の利点は、環境負荷が小さいこととエネルギー利用効率が高いことである。環境負

荷については、水素を精製する過程でCO2 が発生するが、発電の際には原理的にCO2 を発生させ

ない。ガスを燃やして発電するよりCO2発生量は全体で4割ほど少ない［37］。また、窒素酸化物（NOX）

の有害物質も発生しない。

　エネルギー利用効率の高さについては、コージェネレーション（熱電併給）で余熱を給湯、暖

房に利用することで総合効率は70～ 80％に高まる［38］（遠隔地の発電設備では総合効率は35％

程度に低下する［39］）。既存の発電所では需要地に隣接しておらず、温水や暖房の需要が近隣にな

いため余熱利用が難しく熱エネルギーが活用できないが、分散型電源では需要地に隣接している

ため利用可能である。また、発電所から家庭まで送電する際の損失がない、発電が静か（静謐性）

という利点がある。

　一方、課題としては、出力密度（発電部の単位体積あたりの出力）が火力発電などの内燃機

関に比べて低い、現時点で出力当たりのコストが高いなどの点が指摘されている。

[34]	経済産業省「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する研究会」資料

	 （http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90427a05j.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕
参照。

[35]	エネファームの名前の由来は、「エネルギー」と「ファーム（農場）」である。
[36]	2009 年の販売台数は、初年度ということと販売価格が高額なこともあり、5,100 台程度にとどまった（2010 年

5 月 26 日、読売新聞）。機器の価格は 300 万円程度で、政府から最大で 140 万円までの補助金が出た（http://
www.kentiku-hiyou.com/eco/enefarm/index.html）。

[37]	経済産業省「低炭素社会におけるガス事業のあり方に関する研究会」資料

	 （http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90427a05j.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕
参照。

[38]	財団法人新エネルギー財団「我が家のハッピープロジェクト」参照。
[39]	NEDO の HP（http://app2.infoc.nedo.go.jp/kaisetsu/fue/fue01/index.html#elmtop）〔2011 年 8 月アクセス

確認〕参照。
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Ⅳ .電気自動車・プラグインハイブリッドカーの普及

　環境意識の高まりやガソリン価格の高騰を背景に、ガソリンエンジンを動力として走行する

車に代わって、電気自動車（Electric Vehicle：EV）やプラグインハイブリッドカーの本格的

な実用化が迫ってきている。後者のプラグインハイブリッドカーは、各家庭のコンセントから

差込プラグを用いて、バッテリーに直接充電できる。

　ガソリンに代わり電気を動力源として使用する自動車が普及することは、電力会社にとって

追い風となる。特に、各家庭に電気を供給する能力を持つ電力会社にとって、家庭で充電でき

るようになれば、家庭での電力消費量が増える。

　一方で、コンビニエンスストアやショッピングセンターなどで充電スタンドが整備され、そ

の電気を電力会社でなく、新規参入者が供給するようになれば、電力会社へのメリットは削が

れる。特に、自宅から離れているところに駐車している利用者にとっては、家庭で充電ができ

ない。あるいはマンションの駐車場でも各家庭別のコンセントが備え付けられていない場合も、

充電ならびに充電の管理は難しい。つまり、これから伸びが予想される領域で、電力会社が主

要なプレイヤーになれない可能性も存在する。

　電力会社にとっての課題は、電気自動車ならびにプラグインハイブリッドカーへの電気の供

給において、いかに競争優位性を築くかにある。

Ⅴ .スマートグリッド

　近年、スマートグリッドが世界的に注目を集めている。経済産業省の研究会では、「日本版ス

マートグリッド」について、以下のように述べている（資料12参照）［40］。

　次世代エネルギーシステム、いわゆるスマートグリッドは、最新のIT技術を活用して

電力供給、需要に係る課題に対応する次世代電力系統とされる概念である。一般に再生

可能エネルギー等の分散型電源の大規模導入に向けて、従来からの大規模電源と送配電

網との一体運用に加え、高速通信ネットワーク技術等を活用し、分散型電源、蓄電池や

需要側の情報を統合・活用して、高効率、高品質、高信頼度の電力供給システムの実現

を目指すものとされる。

[40]	経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に向けて」（2010 年 1 月）〔次世代エネルギーシス
テムに係る国際標準化に関する研究会〕

	 （http://www.meti.go.jp/press/20100128003/20100128003-2.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。
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　そこで必要とされるテクノロジーは、①送電系統の監視・制御技術、②需要家側のエネルギー

マネジメント技術などである［41］。

　スマートグリッドは、従来の電力供給システムを大きく変える可能性を持つ。従来は、遠隔

地での巨大な発電所（火力や原子力など）からの電気が、長距離の送電網ネットワークを活用

して需要者に送られてきた。そして、刻々と変る家庭やオフィスでの電力消費量に対して、電

力会社が需給のバランス（「同時同量」）を調整してきた。

　一方で、スマートグリッドでは、その従来の電力供給システムに加え、風力、太陽光などの再

生可能エネルギーによる発電が電力網に組み入れられ、需給バランスの調整が行われる。した

がって、スマートグリッドの推進は、再生可能エネルギー・分散型電源の導入促進につながる［42］。

　ただ、太陽光や風力発電の発電量は、自然条件に左右されて不安定である。そこで、高速通

信ネットワーク技術や人工知能などの技術を活用して、電力供給を最適化し、電圧・周波数の

安定化を実現すること、ならびに省エネルギーとCO2 削減を達成することが期待されている。例

えば、電力需要が少ない時に電力供給が増えて配電網に負荷がかからないように、大型の蓄電

池の設置により電力を貯蔵することで、需給バランスが調整される。

蓄電池［43］　エネルギー分野で利用可能な蓄電池（二次電池）の種類としては、NaS（ナトリウ

ム硫黄）電池、リチウムイオン電池、鉛電池などがある。特に、NaS電池は、鉛電池に比べ約3

倍の高エネルギー密度であり、狭いスペースにコンパクトに設置することが可能である。さらに、

高効率、長寿命であるため、電力会社への導入が進んでいる［44］。

スマートメーター　また、スマートグリッドの中核をなすのが、「スマートメーター」である。

IT技術の進展により、個々の家庭・事務所における太陽光発電などによる発電量ならびに消費

電力の把握だけでなく、家庭・事業所内の個々の機器（エアーコンディショナーや冷蔵庫、セキュ

リティ機器など）の制御ならびに消費電力の把握が可能となっている。

　このスマートメーターの導入により、電力会社にとっては遠隔検針による検針業務のコスト削

減などのメリットがある。さらに、消費者が家庭用機器ごとの電力量をリアルタイムで把握する

ことで、家庭内における省エネルギー活動につなげることができる。また、そのリアルタイム

[41]	NEDO 再生可能エネルギー技術白書（2010 年）参照。
[42]	欧米においては、停電が多い（資料 7参照）ことから、停電対策としてのスマートグリッド化の意味合いが強

い。また、スマートグリッドの国際的な相互運用性の確保が課題になっており、国際標準化を進め、日本の環
境エネルギー産業の競争力強化をどのように進めていくかが重要となっている。

[43]	資源エネルギー庁「蓄電池技術の現状と取組について」

	 （http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90225a05j.pdf）〔2011年 8月アクセス確認〕参照。
[44]	一方で、コンパクト化、高性能化という点からは、リチウムイオン電池が優れており、自動車への普及が進め

られている。
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の情報を、ある企業が地域として収集・分析することが可能になれば、需要予測などのマーケティ

ングに活用できる付加価値の高い情報となりうる。このようにスマートメーターを活用した様々

なビジネスへの応用も、今後検討されよう。

実証事業の開始　経済産業省では、2010年 8月に「次世代エネルギー・社会システム実証」の

マスタープランを公表し、スマートグリッドの構築と海外展開を実現するための取り組みを始

めた。実証実験に参加するのは、横浜市、豊田市、けいはんな学研都市（京都府）、北九州市の

4地域である。例えば、豊田市では、住宅に太陽光発電と燃料電池、ヒートポンプ、蓄電池、次

世代自動車を導入し、消費エネルギーの6割超の自給を目指している。

電力会社にとっての課題

　これまでは、電力需要と供給の調整（「同時同量」の達成）は、電力会社が担ってきた。しか

し、スマートグリッドにおいては、その役割がIT技術により自動的に行なわれることになる。

関連技術・ノウハウを電力会社が自前で蓄積していかなければ、これまでの電力会社が蓄積し

てきたノウハウに基づく強みが失われかねない。さらに、スマートグリッドやスマートメーター

を使った新たなビジネスが発展するとすれば、その分野で電力会社が、競争力のあるプレイヤー

となれるかどうかが問われる。

Ⅵ .内外における電力需要の動向と電力会社の対応

国内需要の伸びの鈍化

　国内においては、人口の減少、省エネルギーの推進などにより、今後、電力需要の伸びが鈍

化していくことが予想されている。上述のように、今後10年間（2008年から 2019年まで）、需

要電力量の年平均増加率は0.8％と予想されている（日本電力調査委員会）［45］。

国内設備投資の抑制　電力需要の伸びの鈍化を受け、各電力会社は設備投資を抑制している。10

電力会社全体の設備投資額は、1993年度の 4.8兆円をピークに、2000年代半ばには1.5兆円と

三分の一以下に低下した［46］。そして、設備投資抑制のため生じた余剰資金の一部を負債圧縮に

[45]	電気事業便覧（平成 21 年版）参照。
[46]	電気事業連合会「図表で語るエネルギーの基礎 2010-2011」

	 （http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/pdf/enekiso2011.pdf）〔2011年 8月アクセス確認〕参照。
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充て、財務基盤を強化している。電力会社10社の有利子負債残高は1999年 3月期末に30兆円

を上回ったのをピークに減少に転じ、2000年代後半には20兆円を若干上回る水準となっている。

オール電化住宅の推進　電力需要が低迷する中で、電力会社が取った対応の一つはオール電化住

宅の推進である。オール電化住宅では、調理、給湯、空調などの家庭内で用いる全てのエネルギー

が電気によってまかなわれる。その普及により、ガスから電気への需要シフトが起きることで、

電力会社の売上増につながることが期待されていた［47］。

その他の分野への対応　また、電気事業以外の分野への進出も、試みられている。各電力会社は

地域に密着しているだけでなく、地域経済の中で比較的規模も大きく、地域住民の信用も比較

的高い。加えて、電力会社は低利で資金調達が可能であった。そこで、配電網を活用した情報

通信分野への進出、介護などの住環境・生活関連分野への進出など事業展開を図っている。ただ、

電気事業以外の収入は、多くの電力会社で、総収入の中でまだ1割程度しか占めていなかった	

（資料13参照）。

新興市場を中心とした電力需要の伸び

　一方で海外における電力需要の伸びは大きい（資料14参照）。日本の世界全体に占めるシェ

アが低下する中で、日本を除くOECD諸国、中国ならびにアジア地域での電力需要が高まっている。

　電力会社が海外に進出する際には、先進国に進出するという選択肢と、発展途上国に進出す

るという選択肢がある。前者の先進国に進出する場合、すでにインフラが整っていることや政

治的な不安定さがないという利点があるものの、高い技術力を持つ現地の電気事業者との競合

が予想される。

　一方で、発展途上国に進出する場合、インフラの構築から始める必要があることと、政治的

に不安定であることが企業経営に悪影響を及ぼす懸念がある。一方で、成長市場であることと、

ならびに現地企業への技術供与を梃子にした参入が可能であるというメリットがある。加えて、

環境対応を促進することでCDM（Clean Development Mechanism）［48］を通じ、電力会社側が恩

恵を受けることが可能である。

　これまでの進出方法としては、IPP（Independent Power Producer：独立系発電事業者）と

[47]	東京電力域内における新築住宅のオール電化率は 24％程度（2009 年度）、関西電力では 3割程度であった。東
京電力 HP（http://www.tepco.co.jp/ir/faq/keiei-j.html#q9）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。

[48]	CDM は京都議定書第 12 条で認められたもので、先進国の資金や技術の支援を通じて、途上国において温室効
果ガス削減プロジェクトを先進国と途上国が共同で実施した場合、これによって削減された量（全部または一
部）を、先進国が排出枠として獲得できる仕組みである。
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しての進出、電力分野に関するコンサルティング、資本参加が主な形態である。ただ、電力会社

は発電・送配電の機器を自ら製造しておらず、どのように進出していくかが問われることになる。

また、業界最大手の東京電力でさえ、その海外事業による売り上げは151億円（2009年度）で、

会社全体の総売上の1％にも満たなかった（資料13参照）。
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資料 1：電灯電力需要（年度別使用電力量）の変化

出所：電気事業便覧（平成 22 年版）

注：	電灯は、主に一般家庭や小規模店舗などで使用され、電力は、主に工場やオフィスビルなどで使

用される。
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資料 2：発電電力量

出所：電気事業便覧（平成 22 年版）

注：	特定電気事業者（あらかじめ特定した地域に電気の供給を行う小売事業者）、特定規模電気事業

者（PPS）の規模は小さく、グラフ上では確認できない。
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資料 3：電源のベストミックス

出所：電気事業連合会 HP「でんきの情報広場」

（http://www.fepc.or.jp/present/jigyou/juyou/sw_index_01/index.html）〔2011年 8月アクセス確認〕。
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資料 4：発電方式別の発電原価と単位当たりの CO2 排出量

発電方式 発電単価（円／kWh ） 

水力（小規模除く） 8～13 

石油 10.0～17.3 

ＬＮＧ 7～8 

石炭 5.0～6.5 

原子力 5～6 

太陽光 49 

風力（大規模） 10～14 

79 43 123
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1kWh当たりのCO2排出量（g・CO2/kWh）〔送電端〕

出所：エネルギー白書（2010 年版）、石油と石炭は 2008 年版

注：	ただし、この試算には、原子力発電によって生み出された放射性廃棄物の処理コスト、原子力発

電の事故処理にかかるコストは含まれていない。

出所：「原子力・エネルギー」図面集 2011　2-9

（http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/digital/index.html）

〔2011 年 8 月アクセス確認〕。
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資料 5：時期別、時間別の電力需要

夏季の一日の電気の使われ方（年間最大電力を記録した日）

月別に見た電気の使われ方（月別の最大電力）

注：右図の 1975 年度以前の数値は沖縄電力を除く 9電力会社計。

出所：「原子力・エネルギー」図面集 2007、2011

（http://www.fepc.or.jp/library/publication/pamphlet/nuclear/zumenshu/digital/index.html）

〔2011 年 8 月アクセス確認〕。
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資料 6：負荷率の国際比較

出所：電気事業便覧（平成 22 年版）

注：ドイツのみ 2007 年のデータ。
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資料 7：一軒あたりの年間停電時間の国際比較

出所：電気事業連合会 HP「でんきの情報広場」

（http://www.fepc.or.jp/present/supply/antei/sw_index_02/index.html）〔2011年 8月アクセス確認〕。
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資料 8：世界各国火力発電所の発電電力量あたりの SOX、NOX 排出量

出所：環境とエネルギー　2009 － 2010、電気事業連合会

注：日本は 10 電力会社＋電源開発（2007 年）、海外は 2005 － 2006 年のデータ。
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資料 9：各国の発電端 CO2 排出原単位（2007 年）

出所：	電気事業連合会 HP（http://www.fepc.or.jp/library/data/infobase/pdf/info_h.pdf）

〔2011 年 8 月アクセス確認〕。原典は、IEA Energy Balances of OECD countries, 2009 Edition/ 

Energy Balances of non-OECD countries, 2009 Edition.
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資料 10：規制緩和の流れ

出所：消費者庁「公共料金の窓」HP 

（http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/elect/el06.html）〔2011 年 8 月アクセス確認〕。
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注：	電灯は、主に一般家庭や小規模店舗などで使用され、電力は、主に工場やオフィスビルなどで使

用される。

出所：資源エネルギー庁「電気料金－料金の推移－」

（http://www.enecho.meti.go.jp/denkihp/shiryo/ryokin.pdf）〔2011 年 8 月アクセス確認〕参照。

資料 11：電力電灯電気料金の推移

　　（円 /kWh）
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資料 12：スマートグリッド構想

出所：	経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に向けて」（2010 年 1 月）次世代エ

ネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会
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資料 13：電力会社の事業別営業収支（2010 年 3 月期　抜粋）

単位 億円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力
売上 構成比 営業費用 営業利益

電気事業 47,333 94.4% 44,874 2,459
情報通信事業 959 1.9% 894 64
エネルギー・環境事業 3,559 7.1% 3,342 216
住環境・生活関連事業 1,335 2.7% 1,212 122
海外事業 151 0.3% 174 ▲ 23
内部取引消去 ▲ 3,175 ▲ 3,180 4
合計 50,162 100% 47,318 2,844

関西電力
売上高 構成比 営業費用 営業利益

電気事業 22,936 77.9% 21,241 1,695
情報通信 1,743 5.9% 1,548 194
その他 4,773 16.2% 4,387 386
合計 29,452 100% 27,176 2,275

中部電力
売上高 構成比 営業費用 営業利益

電気事業 20,486 91.5% 18,472 2,014
その他 1,900 8.5% 1,913 ▲ 13
合計 22,386 100% 20,385 2,000

四国電力
営業収益 構成比 営業費用 営業利益

電気事業 4,864 89.2% 4,500 365
その他 590 10.8% 530 60
合計 5,454 100% 5,030 424

出所：各社財務諸表、事業報告書
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資料 14：主要国・地域の電力需要の実績と予測

出所：World energy outlook、関西電力
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